



科 学技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究所
NATIONALINSTITUTEOFSCIENCE
ANDTECHNOLOGYPOLICY
所 長 挨 拶
昨年12月26日 、科 学技術 政策研 究所長
に就任 致 しま した尾藤 隆で ございます。
御存 知の よ うに我が国は科学技術 の振興 を
「未 来への先 行投資」 と位置づ け、新 たな産
業や文化 が創造 され るよ う 「科学技術創造立
国」 を 目指 し、積極的 な科学技術政策 を展開
して いる ところであ ります が、科学技術政策
研究所 は効果 的な科学技術政策 の展 開の基礎
とな る科学技術政策研究 を強化 、充実 してゆ
くた め昭和62年 、科学技術庁 に設置 され ま した。
以来 、設立8年Eを 迎 える今Nま で、国際的視 野に立 った政策、イ ノベ ーシ ョンの基礎 とな る理
論を確 立す るた めの研究 、政策上の重要課題 となって いる諸事項に関す る実証 的調査研 究を進 め る
とともに、 また、国際的 にも多数 の海 外研 究所 との研究交流、国際 コンフ ァレンスの開催 な ど広 く
世界 に開かれた研究所 として活発 な活動を続 けてまい りま した。
これは歴 代所長 と研 究者各位 の並々な らぬ努力 の賜物であ り深 く敬意 を表す 次第 であ ります。
9C年 代後半 に入 る今、我が国や 欧米諸 国にお ける経済問題 、 さらには次世代 に向って地球 的規
模 の諸 問題 な ど先 き行 き解 決 しなけれ ばな らない大 きな課題 が控 えてお ります。科学技術 に対す る
期待 は少なか らぬ ものがあ り、 このため、 昨年11月 には、国会 で全会一致 によ り科学技術基本法
が成 立致 しま した。
当研 究所 におきま して も、科学技術政策の 中枢機 関 としてその使命 を果たす べ く開かれた研究所
として内外 関係機 関 とネ ッ トワー クを結び、皆様 方の ご支援 を受 けつつ、2ユ 世紀 にお ける科学技
術政策分野 のセン ター ・オブ ・エ クセ レンス と呼ばれ る ことを 目指 して、職務 に逸遊 して参 りたい
と存 じます。
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1.国 際会 議 報告
1.f研 究 ・技 術 ・雇 用 に 関す るセ ミナ ー 」 に出席 して
総務研究官 林 光夫
スペ イン政府 の主催す る標 記セ ミナーが、12月6～8日 スペイ ン ・エルエス コ リアルで開催 さ
れ た。 これ は、スペ イン首相 が、欧州連合首相会合 の議長 になった のを機 に企 画 された計画の一つ
で、欧州議 会、欧州委員会 、欧州連合諸国が参加 し、他 に、米 、豪 、 目か らの専門家が招鴉 された。
欧州連合 諸国では、失 業率 が、 ユO～20%を 示 してお り、大 きな社会問題 とな ってい る。 また 、
コン ピュー タ化 は雇用 を増進す るか についての調査 によれ ば、3分 の2は 否定的な立場 を表明 して
お り、事態 は悪化 の方 向 とみ られてい る。産業革命 の時には第 二次産業が、オー トメイ シ ョン化 の
時代 には第 三次産 業が、それ ぞれ、新たな雇用 の機会 を もた らしたが、80年 代 か らの時代には、
新 たな雇用 の機会 は出現せず 、事態 の打開のためには、何 らかのイ ノベー シ ョンが必 要 と認識 され
ている。
本セ ミナ ーは、研究 、技術 、経済及び雇 用の関係 につ いて議論 し、欧州連合 に対 し雇用 を増進 さ
せ るための提言 を行お うとす るもので ある。
セ ミナー では、情報化社会 にお けるR&D、 新 しい食料 ・農業のためのR&D等 の4分 科 会にお
いては、各分野 にお ける技術 の現状 と将来の発展 の方 向につ いて、技術 予測の分科会 においては、
R&D活 動 と経済 ・雇用 を橋渡 しで きるよ うな技術予測 のあ り方について、一般事項分科会 におい
ては、社会制度面 につい て、議論 を行 った。
出張者 は、技術予測分科会 に所属 したが、 これ は、我が国 においては、技術予測 の歴 史 も古 く、
定期的 に多 くの技術 を対象 とした予測 を行 ってきているこ とか ら、技術 予測の専 門家 が招聰 され た
ことによる。
分科会で の議論 は、全体会合 に報告 され 、検討 されたが、共通 した認識 としては、1)欧 州 の、
この失業 の現状は 、企業 に責任 があ り、現存の活動か ら、供 給的な活動 にパラダイムシフ トが必要 。
2)こ の変革 には、 リス クが伴 い、企業の リス ク負担 を制度的 に少な くす るこ とを考 えるべ きで、
政府 も 自らの役割 を認識 し、 アクシ ョンプ ログラムの策定が必 要。3)構 造 の変革 には、経 済に国
際化 、技術 情報の把握 ・流通 の促進 が必要。4)労 働市場の把握 と透 明化 が必要。5)技 術指導書
を作成 し、裾 野の広い技術 については、欧州連合 内の どの企業 も利 用できるよ うにす る ことが必要。
6)生 涯教育 の充実が必要。等 であ った。
また、 この よ うな施策の財源 としては、環境税(た とえばSOx,NOxの 排 出量 に応 じる)、 通
貨両替税(通 貨統一 になれば欧州の間では発生 しない)、 情報 使用税(技 術輸 出を対象 とす る)な
どが考 え られ る との意見が あった。
議 論 の結果は、事務 局で ドラフ トされ る こととなってい る。
??
、
会議 のあったエルエス コ リアルは、マ ドリッ ドの北西50キmに 位置す る小都市で、 ユ6世 紀 に
フェー リベ2世 が、教会 を中心 と して宮殿 、修道院、大学な どを一体 としたルネ ッサ ンス様 式 の大
複合建築で有名で ある。会場 のユー ロフォーラム ・イ ンファンとは元 々、王室の子弟の馬 の飼育場
で あった ものを改造 した もので、宿泊施設 、 レス トラン、バ ー等を備 えている。セ ミナー はスペイ
ン時間で運営 され、朝8時 の食 事か ら、夜9時 か ら始 まる夕食 が11時 頃 に終わ るまで議論 が続 け
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られ た。 時差 ボケに苦 しむ出張者 に とって 、長い、長い3日 間であった とともに、H本 人 は働 き過
ぎ とい う非難 は神 話 とな ったかの印象 を持 った。
2.「 科学 技術 の公衆理解 に関す る国際会議(EU会 合)」 に出席 して 一ベル リン出張報告 一
策2調査研究グループ 岡本信司
欧州連合(EU)が 主催 した 「科学技術 の公衆理解 に関す る国際会議(EU会 合)」 が ドイ ツ連
邦共和 国のベル リンで11～12月 に開催 され たので、その会議の模様 を報告す る。
会議会場 一ベル リン社会科 学研究セ ンター(WZB)
・r科学技術 の公衆理解 に関する国際会議(EU会 合)」 について
この会議 は、欧州連合(EU)が 科 学技術 の公衆理解 に関す る研究手法 の概念や方法論 を評価検
討す ることによ り将来の研究 に資す ることを主 な 目的 として開催 された。
特に今回 は欧州で定期的に行 われ ている科学技術の社会意識調査 も含 んだ世論調査手法(Euro-
barometer)の改善及び研 究成果 を どの よ うに実際の政策 に反映 させ てい くか、そのための政治家 と
社会 科学研 究者 との対話 を目指 している。
また、先般 開催 され たOECD/CSTP閣 僚級会 合で我 が国か ら来年 度開催 提案 の あった 「一
般社 会、特 に若 い世代 の科学技術へ の関心 に関す る国際シンポジ ウム」 におけ る意見交換の材料 に
資す る ことも期待 され ている。
・本 会議への参加 経緯
本会議 は、元来EU諸 国及び 関連す る国際共同研究 を行 ってい る研究者 を対象 とした ものであ る。
今 回、岡本 が発表す るに至 った経緯は、次の とお り。
1994年 ユ1月 に ロン ドンで開催 され たf科 学技術 の公衆理解 に関す る国際会議」 にお いて、
当時 の武藤上席研究官 が平成5年 度に実施 した 「科学技術が人間 ・社会 に及 ぼす影響 に関す る調査 」
に関す る発表 を行 い、 その内容 に関 して興 味をもった欧州委員会(EC)第12総 局担 当者 の話 を
聞いたWZB事 務局 か ら本会議 での発表 を行 って欲 しい旨要請が あ り、今回発表 を行 うことにな っ
たものである。
なお 、昨年12月 に開催 された 日 ・EC科 学技術人材セ ミナーの席上において、EC第12総 局
か ら、この調査研究 に関連 して一般国民の科学技術 に関す る意識調査の共同研 究の可能性 の検討 要
請 がな され てお り、現在情報交換 を行 っている ところである。
・会 議 の概要
会 議 は ベ ル グン社 会 科 学 研 究 セ ン タ ー 〔WZB]の 主 催 で 、11月30日 ～12月2日 に 開催 さ
れ た。 参 加 者 は欧 米 各 国 か ら19ヶ 国 約10C名 と多 数 の参 加 が あ り、 欧 州諸 国 の科 学 技術 の公 衆
理 解 に 関す る研 究 へ の 関 心 の高 さが うか が われ た。
会 議 は全 体 会 合 及 び 分 科 会 形 式 で 進 め られ た。
全 体 会 合 は 、初 日及 び3日 目に開 催 され 、 さま ざま な角 度 か らの 発 表 及 び デ ィス カ ッシ ョンが 行
われ た。
初 日の全 体 会 合 にお い て、 日米 欧 加 で行 われ て い る科 学 技 術 の 公 衆 理解 に 関す る国 際比 較 分析 研
究 に 関す る発 表 が あ り、 因子 分 析 を活 用 した詳 細 な比 較 分析 が 紹 介 され た。
こ の発 表 に 関 して は 、 国際 比 較 研 究 上 の言 語 翻 訳 や 文 化 背 景 の 相 違 等 の 問題 に 関 して 活発 な 質 疑
応 答 が な され た。
な お 、本 共 同研 究 に は 当研 究 所 付 の 丹 羽埼 玉大 学 教 授 も参 画 して い る。(今 回会 合 に は結 局 不 参
加)
最 終 日の全 体 会 合 で 特 に印 象 に残 った の は 、 欧州 議 会 の ドイ ツ代 表 メ ンバー の講 演 で あ り、政 治
家 も可 能 な 限 り研 究 者 か らの情 報 を得 た い 希望 を持 っ てお り、ITERの 例 を挙 げ て 、特 に長 い研
究期 間 を必 要 とす る 国 際共 同プ ロ ジ ェ ク トに 関 して 国 民 ・各 国議 会 の コ ンセ ンサ ス を得 る こ との重
要 性 等 につ い て政 治 家 と して の立 場 か ら研 究者 に対 す る期 待 が 述 べ られ た。






approaches"の分 科 会 にお い て 、 平成5年 度 に実 施 した 「科 学 技 術 が人 間 ・社 会 に及 ぼ す 影 響 に
関す る調 査 」 の一 般 国 民 を対 象 と した ア ンケー ト調 査 で 、特 に因 子 分析 を 中心 と した調 査 分 析 手 法
をEurobarometerの比較 を含 め て発 表 した 。
発 表 内容 に 関 して は 、極 めて エ レガ ン トな分 析 手 法 で あ る との感 想 や 研 究成 果 の政 策 へ の 具体 的
反 映 方策 、質 問 の選 択 肢 の選 定 理 由等 につ い て活 発 な質 疑応 答 が な され た。
そ の他 の発 表 につ い て は、 ドイ ツ等 で行 われ て い るバ イ オ テ ク ノ ロジ ー の意 識 調 査 等 に 関す る発
表 が あ った 。 研 究 担 当者 に対 して は 今 後 の研 究 協力 の可 能性 も含 め 情 報交 換 等 を行 うよ う当方 よ り
要 請 した。
ま た 、EC第12総 局 のDr.Rhodeと懇 談す る機 会 が あ り、 今 後 の研 究 協力 の あ り方 等 の検 討 を行
った 。
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H.レ ポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
日本 の 技 術 輸 出 の 実 態 一 平 成5年 度 一(NISTEPREPORTNo.41)
第3調 査研 究グルー プ
1.概 要
当研 究所では、従来の技術 貿易統計 において ほ とん ど調査 されてい なか った 日本の技術輸 出の実
態にっいての分析 を行 うために、昨年度 、民間企業を対象 と して、技術 の内容 、契約形態 、契約相
手先 との資本関係 とい った詳細 な項 目についてア ンケー ト調査 を実施 し、その結果 を基 に 「日本 の
技術 輸 出の実態(平 成4年 度)」 を作成 した。
しか し、技術 貿易は経済情勢や企業 の戦略に よって大き く変 わ り得 るもので あ り、単年度 の調査
を もって実態 を完 全に把握す る ことは困難であ る。従 って報告書 の信頼性 を向上 させ、我が 国の技
術輸 出の動 向 を把握す るためには調査 を継 続 して実施 し、デー タの拡充 を図 る必要が ある。 このよ
うな考 えに基 づき、今 回、平成5年 度 に行われ た技術輸 出について も前年度 と同様 の調査 を実施 し、
その分析結果 を本報告 書にま とめた。 なお今回は今 までに技術輸 出を行 った ことのない企業 に対 し
て も、今後技術輸 出を行 いたい と考 えてい るか等 の調査 を実施 してい る。
2.調 査 の方 法
①調査対象契約:平 成5年4月1H以 降平成6年3月31日 までの1年 間に締結 され た新規 の技術
輸 出契約
②調査対象企業:資 本金10億 円以上で、研究 開発活動 を実施 している企 業及び技術 貿易 と関連
のある 日本国 内の民間企 業(1568社)
③調査期間:平 成7年1月 ～平成7年2月
④ 回収結果:回 答企業数920社(回 収率58.7%)
3.調 査 結 果
(1)技術輸 出の全般 的動向
①回答企業全体では4社 に1社 の割合(23.6%)で、平成5年 度 に新規 の技術輸 出契約 を行 ってお
り、技術 輸 出実施企 業が行 った技術輸 出件数は平均2.9件 であった。 これ を企業 の資本金別 に
見てみ る と、資本金規模 が大き くなるに従 って技術 輸出を実施 してい る割合が高 く、1社 あた り
の平均技術 輸出件数 も多 くなっている。
② 契約 相手先 の企業 と資本関係 がある割合は、全技術輸 出契約 の約3割 で あるが、ア ジアにおいて
約4割 と他 の地域 よ り高い値 を示 した。
③ 国 ・地域別 レベルで分析 を試み た結果、アジア地域 内の国 ・地域 ご とに も違いがあ り、資本関係
のあ る企 業への輸出の割合 について は、韓国 ・イン ドネ シア ・イ ン ドで低 く、タイ ・マ レー シア
・中国で高 くなって いた。イ ニシャルペイメン トを受領す る割合は、イ ン ド・韓 国 ・イ ン ドネ シ
アで高 く、マ レーシア ・中国で低 くなってお り、ランニングロイヤル テ ィを受領す る割合 につい
て は、イ ン ドネ シアにおいて低い値 を示 していた。 このよ うに、アジア地域 の国 ・地域 といって
も必ず しも同様 の傾 向ではな く、 国 ・地域 それ ぞれ の事情や政策 等に よ り技術輸 出のあ り方が、
大 き く異 なるこ とを示 してい る。
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(2)技術輸 出 と技術輸入 の比較
今 回の調査 結果 と当研究所 の 「外国技術 導入の動 向分析jの 平成5年 度版(科 学技術政策研 究所
調査研究資料No.39)による技術輸入 との比較 を行い、以下の結果 を得 た。
①技術輸 出では、 「電気」、 「機械」、 「化 学」、 「金属」等 の各技術 分野か ら比較 的均等 に輸 出
され ているのに対 し、技術輸入では 「電気]分 野 の輸入が約 三分の二以上を 占め、 「電気 」分 野
の技術 に集 中 している。 これ は、技術輸 入では 「電子計算機 」関連の技術 の中の ソフ トウエアの
割合 が多 いこ とによる。全技術貿易契約件数 の うち、 ソフ トウエアを含 む契約 の割合 をみ る と、
技術輸 出では4.8%であ るのに対 し技術輸入では実に47.go/・にも及 んでい る。
②契約相手先 につ いて は、技術 輸出ではアジアが過半数 を占めてい るのに対 して、技術輸入 では北
アメ リカ が7割 以上 を 占めてお り、アジアはわずか1.2%にす ぎない。
(3)前年度調査結果 との比較
①全般的な傾 向
・調査対象企業 の うち、技術輸 出を実施 している企業の数は前年度 とほぼ同数 であった が、契約 の
件数が減少 してお り、1社 あた りの輸 出件数 が3.3件 か ら2.9件 と約1割 減少 してい る。
・前年度 同様 アジア 向けが過半数 を 占めるが、国 ・地域別でみ ると米 国向けが大幅 に減少 し、韓 国
が最大の技術輸 出相手先国 になった。
・ 「電気」分野 に関す る技術が減少す る一方、 「化学j分 野 に関す る技術 が増加 してい る。技術分
類 で詳 しくみ る と、 「輸送用機械 」に関す る技術が大幅に減 少 し、 「医薬 品」 、 「油脂 ・塗料」
に関す る技術が増加 した。
・資本関係 、契約 期間、対価の受取方法、独 占権 ・再実施権 の付与 といった契約 の内容 にっ いて は、
地域別、技術分野別 にみ ると若干 の変動 はあるが、全体でみ るとそれ ほ ど大 きな違いはみ られ な
い。
表 技術 輸出先上位10ケ 国 ・地域
平成4年度 平成5年度
国 ・地域名 割 合 件 数 国 ・地域名 割 合 件 数
米 国 19.9%142件 韓 国 16.6%104件
韓 国 13.8% 98件 米 国 16.0%!00件
中 国 7.9% 56件 中 国 12.8% 80件
台 湾 7.4% 53件 台 湾 8.3% 52件
タ イ 7.2% 51件 タ イ 5.1% 32件
英 国 4.9% 35件 英 国 4.6% 29件
マ レー シ ア 4.8% 34件 ド イ ツ 4.2% 26件
ド イ ツ 3.4% 24件 イン ドネシア 3.0% 19件
イ ン ドネシア 3.2% 23件 イ ン ド 2.9% 18件
イ ン ド 2.8% 20件 フ ラン ス 2.4% 15件
その他 24.7%176件 その他 24.1%151件
合 計 100% 712件 合 計 100% 626件
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②今年 度の トピック(東 南ア ジアか ら中国へ のシフ ト)
ア ジア地域 にお ける前年度 との件数 の変化 をみ る と、 中国向けの件数 が約 四割増加 してい るの
に対 して、東南 アジア向けが約四割 減少 し、中国が東南ア ジアの件数 を上回った。技術分 野でみ
る と中国で は 「電気」、 「化学」分野の増加 、東南 アジアで は 「電気 」、 「その他 」分 野の減少
が顕著で ある。そ して最 も大 きな変化 としては、資本関係 の有無 との関連でみた場合 、資本関係
の ある企業へ の輸 出が 中国で4倍 近 くに増加 しているのに対 して、逆 に東南アジア向けでは半減
してい る。最近東南 アジアで も人件 費が上昇 して、 日本企業の進 出の メ リッ トが薄れ てお り、ま




















漫灘 雛纏 縫 獺 ㌶ ×N⇒27
・議 難 き覧iξ纏N-76
翻 資本関係なし 醐 資本の2分の 味 満 目 資本の2分の1L)(,1
(4)技術輸 出不実施企業の動 向
①平成5年 度 に新規 の技術輸 出を行 った企 業の割合 は23.6%であったが、それ以外 の企 業にっいて
は、現在継続 中の技術輸 出を有 してい る企業 が19.9%、過去技術輸 出 を行った ことのあ る企業が
18.oo/.であ り、今 まで技術輸 出を行 った ことの無 い企業の割合は38.5%であった。 これ を資本金
規模別 にみ る と、資本金規模 が大 きくな るほ ど技術輸 出を行 った実績 の無い企 業の割合 は減少 し、
特 に製造業 に限る と、資本金500億 円以上の企業 では96.1%の企業が新規 あ るいは継続 中の技
術輸 出を有 している。
②技術輸 出の実績 のない企業が技術輸 出を行 わなかった理 由 としては、 「輸出す る技術 がなか った
た め」が50.4%と最 も多 く、以下、 「製 品輸 出の方 を重視 してい るた めj19.0%、「自社の輸 出
体制 が不十分 であったた め」17.9%の順 であった。
③技術輸 出の実績 のない企業 の今後の方針 と しては、 倣 術輸 出を今後積極 的に実施 したい」 とい
う企業 は1.8・/。とほ とん ど存在 しなかったが、 「機会があれ ば実施 した い」 とい う企業 は36.3%存
在 し、約4割 の企業 が今後技術輸 出を行 う意 思があるこ とが わか った。 またその相 手先 と しては、
「未定」 とい う企業 を除 くと、ほ とん どの企 業がアジアを挙 げてお り、今後 も技術輸 出 に占め る
アジア向けの割合 は高 くなってい くと思われ る。
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班.最 近 の動 き/CurrentTopics
O研 究会 等/ResearchMeetings
・f生活 関連科学技術 調査委 員会」 の平成7年 度第2回 会合 を12月4日に開催 した。
第2回 会合では、科学技術 政策 に関 して広い観 点か ら考 察す るた め、村上 陽一郎 国際基督
教大学教授を招 き、 「科 学者 の倫理」 と 「技術社会 と人間」をテーマ として講演及び質疑等が
な され た。
○ 講演 会 等/LecturesatMSTEP
12/12(火)「科学技術 と人間社会が調和す る社会 システ ムに向けて
一デンマー ク ・コンセ ンサス会議 方式を中心に一」
若松征男(東 京電機大学理工学部助教授)
[講演要 旨]
一般市 民に よる科学技術政策 に関す る対話方式 として最近実践 されてい るデ ンマー クの コンセ
ンサス会議 について、その運営方式、 目的、成果等 につ いて詳細 に説明 された。 同会議 では、体
外受精や遺伝子治療等 の科 学技術 が社会 に大きな影響 を及 ぼす 問題 について、一般 市民が専門家
か ら平易 な説 明を受 け、理解 を深 めっつ、判断 を行 っている。そ の方式の問題 点、 日本 にお ける
実施 可能性等 について活発 な議論 が行なわれた。
0
12/7(木)
主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoMSTEP
12/15(金)
RobertCharlesWhelan(英国科 学 技 術研 究 開発 セ ン ター専 務 理 事)
CharlesCooper(国連 大 学 所 長)
安鉱 質,朴 東 奎(韓 国 産 業技 術 政 策 研 究 所)
YannPerrisse(在日フ ラン ス 大使 館 ア シス タ ン ト科 学 技術 参 事)
IV.その他/OtherTopics
O人 事 往 来
・12月26H付けで 、 沖村 憲 樹 所 長 が 科 学 技術 振 興 局 長 に就任 し、 後任 に は尾 藤 隆長 官 官 房 審 議 官
が就 任 しま した。
○ 海 外 出張
・12/5～12/15林総務 研 究 官(ス ペ イ ン,フ ラ ンス)
・12/6～12/15瀬谷 第2調 査研 究 グル ー プ 上 席研 究 官(フ ラ ン ス)
編集 ・発 行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 分 析 課)
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